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技術基本計画における道路関係の取組み

1.　はじめに

今回の「国土交通省技術基本計画（以下，「技
術基本計画」という）」策定に当たっては，道路
局においても施策を実現するための研究技術開発
という観点から議論を行い，今後の道路分野にお
ける研究技術開発の方向性をとりまとめた。その
結果，技術基本計画に位置付けた道路分野の技術
研究開発課題（分類は技術基本計画に沿っている）
を表－ 1に示す。このうち，「安全・安心の確保」
の中の「戦略的なメンテナンス」及び「生産性革
命プロジェクトの推進」の中の「自動運転技術に
資する技術開発の促進」（表中※を記した技術研
究開発）に着目し，両分野における道路分野にお
ける取組みの概要について紹介する。

2.　戦略的メンテナンスに関する
技術研究開発
―新技術の導入等による長寿命化・
コスト縮減に資する技術開発―

⑴　道路施設の現状
我が国には，橋梁が約 73 万橋，トンネルが約
1万箇所，道路附属物等（シェッド，大型カルバ
ート，横断歩道橋，門型標識等）が約 4万施設存
在するが，昭和 30 〜 40 年代の高度経済成長期に
集中的に整備されたため，例えば，道路橋におい
ては，現在では建設後 50 年以上のものが約 20%
であるが，10 年後には約 44% となり，今まさに
急速な高齢化を迎え始めている状況にある（図－
1）。
このように急速な高齢化を迎え始めている道路

図－ 1　建設年度別橋梁数
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表－ 1　技術研究開発課題等一覧（道路分野）
○安全・安心の確保
防災・減災

【耐震対策】 路線の重要度を考慮した地震発生後，早期機能確保に必要な道路構造物の耐震性能の基
準設定に関する技術開発

【水害，土砂災害対策】 道路ネットワーク機能とリスク管理の観点を取り込んだ盛土・切土・自然斜面対策工等
の維持管理手法

安全・安心かつ効率的で円滑な交通

【道路交通】

ETC 2.0 等のビッグデータを活用したTDM技術の開発
商業施設等の立地によるアセスメント手法やモニタリング技術の開発
ETC 2.0 を活用した高速バス運行支援システムの開発
多様な交通モード間の情報一元化を図るプラットフォームの構築
暫定二車線区間における正面衝突事故を防ぐワイヤロープの設置に関する技術的検討
逆走車両の自動での検知，警告，誘導に関する技術開発
ライジングボラードのコスト縮減や設置手法に関する技術開発
自転車ネットワーク計画策定や自転車走行空間の設計，利用実態把握に関する技術開発

戦略的なメンテナンス
【安全・安心の確保とトータ
ルコストの縮減，平準化】

道路構造物の将来状態予測手法の開発 ※

新技術の導入等に対応するきめ細かな橋梁設計手法の具現化に関する技術開発 ※

【インフラ長寿命化】
部分係数設計法を活用した合理的に長寿命化を図る橋梁設計手法の構築 ※

長寿命化のための品質確認や補修・補強の質の向上などを目指した IT モニタリング ※

【基準類の体系的整備，技術
開発と導入・普及】

新技術を比較・評価するためのリクワイヤメントの設定に関する技術開発 ※
（路面下空洞探査技術，コンクリートのうきを調べる非破壊検査技術，路面性状を簡易に
把握する技術，PC橋に用いる被覆鋼線技術 等）

○持続可能な成長と地域の自律的な発展

【新市場創出】
無電柱化の低コスト化に向けた更なる技術開発
道路の地下空間における埋設物の位置把握手法とその情報共有化及び活用方法に関する
技術開発

【コンパクトな集積拠点の形
成等】

シェアリングの活用促進に資する路上におけるステーションの設計や運用方法に関する
ガイドラインの策定
自動車の環境性能向上を踏まえた騒音・大気質予測手法の検討・開発

【失われつつある自然環境の
保全・再生・創出・管理】

快適な環境の提供に資する道路緑化の検討や路面温度上昇抑制機能をもつ舗装の温度上
昇抑制機能の検証・開発（コスト，性能，美観）
移植困難植物の効果的な保全手法や自然由来重金属等を含む岩の溶出特性に応じた合理
的なリスク評価法の開発

【地球温暖化緩和策・適応策
の推進】 道路施設・周辺地域・次世代自動車が連携したエネルギー有効利用技術の開発

○生産性革命プロジェクトの推進
【ピンポイント渋滞対策】 ETC 2.0 等のビッグデータを活用した，渋滞分析技術の高度化
【高速道路を賢く使う料金】 ETC 2.0 システムによる情報収集・提供機能の高度化
【i-Construction（建設現場
における生産性向上）】

i-Construction 導入により得られる 3次元データを活用した長期保証型契約の性能確認
における要因分析による舗装のライフサイクルコストの縮減に資する技術開発 ※

【道路の物流イノベーション】

省力化を促進するダブル連結トラックの実験
ETC 2.0 を活用した車両運行支援システムの開発（トラック）
幾何構造や橋梁の電子データを活用した特車許可自動審査システムの強化
自動重量計測技術（WIM）の高度化
車載型荷重計測装置による過積載の違反事業者の取締技術の開発
ETC 2.0 や民間の通行実績データの集約・提供システムの開発

【ビッグデータを活用した交
通安全対策】

対策実施に向けて，関係者間の合意形成を促進する，ビッグデータを活用したわかりや
すいツールの開発
道路交通環境情報に関するデータの共有化に向けた技術的な検討

【自動運転技術に資する技術
開発の促進】

分合流部等の複雑な交通環境において自動運転を支援する新たな路車協調システムの開
発 ※

車載カメラ等のセンシング技術を活用した道路基盤地図等の収集システムの開発 ※

中山間地域における道の駅を拠点とした自動運転サービス実現のための技術開発 ※
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ストックに対する維持管理・更新費用の増大が予
想され，現行の予算規模では，今後，適切な管理
が困難となる恐れがある。限られた予算・人的資
源のもと，持続可能なメンテナンスを実現するた
めには，将来必要となる予算規模の把握を行い，
道路ストックの長寿命化や新技術の導入等による
維持管理・更新費用の縮減を図ることが重要であ
る。

⑵　技術研究開発の内容
前述を踏まえた道路ストックの長寿命化及び維
持管理・更新費用の縮減に資する技術研究開発の
取組みについて紹介する（図－ 2）。
①　道路構造物の将来状態予測手法の開発
道路構造物の将来状態を予測し，必要となる維
持管理時期や予防保全の実施が全体の維持管理費
に与える効果の度合いの概略を把握することがで
きれば，より合理的に道路ストックを長寿命化
し，ライフサイクルコスト（以下，「LCC」という）
の縮減を行うことが可能となる。このような考え
のもと，道路構造物の点検結果の蓄積等により得
られた知見を踏まえて道路構造物の将来状態を予
測する手法を開発し，LCC や健全度などを指標
にしたマネジメントの考え方の確立を図る。
②　新技術の導入や長寿命化を実現するための技
術基準等の充実に関する技術開発
長寿命化を合理的に実現するための技術基準類
の充実も重要である。例えば，多様な構造や新材

料に対応しやすい部分係数設計法等の導入検討が
進められているが，この新たな設計手法を適用す
るためには，係数の調整方法の確立が必要とな
る。また，これまで補修・補強については統一的
な考え方がなく，個々に検討，実施している状況
であるが，補修・補強に関する基準類の検討を行
う。さらに，新設舗装工事で実施している施設完
成後に一定期間を経た後の品質を確認する長期保
証型契約方式について，今年度から実施される
ICT 舗装から得られる 3 次元データを活用した
性能確認における要因分析を行う。
③　ITモニタリング（維持管理における i-Bridge
の推進）
センサなどの IT技術を活用した橋梁のモニタ
リングにより，早期劣化の兆候や要因の把握や，
補修・補強後の対策効果の持続性や耐久性向上の
効果の確認を行うことで，長寿命化の実現に向け
た適切な措置を可能とする技術開発を行う。
④　新技術を比較・評価するための要求性能の設
定に関する技術開発
新技術の普及には，各技術をユーザーの視点で
評価することが必要であり，NETIS のテーマ設
定型（技術公募）のスキームをベースに，道路管
理者のニーズに基づく新技術の公募・評価の新た
な取組みを開始したところである。この公募・評
価の実施に必要となる要求性能（＝評価指標や試
験方法，要求水準（要求水準は必要に応じて設定）
等）の設定に関する技術開発を行う。
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3.　自動運転技術に資する技術開発

⑴　自動運転技術に資する施策の取組み概要
近年，情報通信技術（IT）の発展とデータ利
活用の進展を背景に，自動車の自動運転技術は大
きなイノベーションの中にある（図－ 3）。
自動運転技術が実用化することにより，安全性
向上，運送効率の向上，新たな交通サービスの創
出などが図られ，大幅な生産性向上に資すること
が期待される。
この自動運転技術に資する，路車協調システム
や高度なデジタル地図等に関する研究開発・普及
促進を図るとともに中山間地域における社会実
験・実装等を目指していく。

⑵　技術研究開発の内容
自動運転技術を活用した道路交通の実現等を図
るため，以下の取組みを推進する。
①　分合流部等の複雑な交通環境において自動運
転を支援する新たな路車協調システムの開発
自動走行システムの実現・普及に当たっては，
車載カメラやレーダー等による周辺監視では把握
できない先読み情報が不可欠であるため，分合流
部等の複雑な交通環境における自動運転を支援す

るための新たな路車協調システムに関する技術開
発の取組みを推進する。
②　車載カメラ等のセンシング技術を活用した道
路基盤地図等の収集システムの開発
道路管理車両に車載カメラ等のセンシング技術
を搭載して，自動運転の活用も視野に入れた道路
基盤地図等を効率的に収集するための技術開発の
取組みを推進する（図－ 4）。
③　中山間地域における道の駅を拠点とした自動
運転サービス実現のための技術開発
中山間地域における道の駅など地域の拠点を核
として，著しく技術が進展する自動運転車両を活
用することにより，地域生活を維持し，地方創生
を果たしていくための路車連携の移動システムを
構築することを目指して，社会実験・実装等を推
進する（図－ 5）。

4.　おわりに

本稿では，今回の技術基本計画策定に当たり，
道路分野における研究技術開発に向けた基本的な
考え方，及びその具体的な取組みの一部について
紹介した。今後，引き続き関係機関と連携しつ
つ，道路行政の質の向上と施策の実現に向けて取
り組んでいきたい。

図－ 3　自動運転技術の開発状況

【官民 ITS 構想・ロードマップ 2016 より作成】
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図－ 4　車載カメラ等のセンシング技術を活用した道路基盤地図等の収集システム

図－ 5　道の駅等を拠点とした中山間地域における自動運転サービスのイメージ
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